

























































体の名で提出したものとはいえない。The Vienna Intervention Centre against Domestic
Violence and the Association for Women’s Access to Justice on behalf of Hakan Goekce, Handan
Goekce, and Guelue Goekce v. Austria (CEDAW/C/39/D/5/2005 6 August 2007); The Vienna

























International Convention on the Elimination of All Forms of Racial Discrimination; A
Commentary, 2016, pp. 59-61.
8） A/6181, para. 1．
9） Ibid., para. 4．




















きには、「人間（human beings）」20）、「すべての人間（all human beings）」21）へ
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16
リア、A/C. 3/SR. 1350, para. 14）。
12） A/C. 3/SR. 1355, para. 37.
13） A/6181, para. 145.
14） Ibid., para. 148. この草案は、ガーナ、モーリタニア、フィリピンの3か国を含む11
か国提出である。
15） Ibid., para. 150. この草案は、ガーナ、モーリタニア、フィリピンの3か国を含む14
か国提出である。
16） フィリピン草案第16条は、A/C. 3/SR. 1344, paras. 17, 21参照。レルナーは、「［起草過
程で］非政府団体に言及する提案があったが、しかしながら「個人の集団」の語句は
極めて一般的であり、かつ、包括的である。」とする。Lerner, Natan, The U. N.
Convention on the Elimination of All Forms of Racial Discrimination, 2nd, ed., 1980, p. 84. 明確
ではないが、「個人の集団」には非政府団体も含みうると解しているとも読める。
17） 例えば、イタリアは、「請願」を「通報」に変更した点を非常に慎重な起草であると




と表現する。A/C. 3/SR. 1355, para. 40.
19） 注18の他、例えば、「個人が……国際機関へのアクセスを有すべき」（カナダ、A/C.
3/SR. 1357, para. 7）、「個人を基に」（セイロン、A/C. 3/SR. 1357, para. 18）、「個人の権利」
（レバノン、A/C. 3/SR. 1362, para. 4）、「個人への請願権の付与」（イスラエル、A/C.
3/SR. 1363, para. 22）。





















21） ガーナ、A/C. 3/SR. 1357, para. 36.









25）非政府団体は、公共放送局のBBC等も包含する広いものである。Harris, David, et al.,






























27）以上、ECmHR, TIMES NEWSPAPAER Ltd., The SUNDAY TIMES, and Harold EVANS v.






























31）以上、ECmHR, Conscientious objectors v. Denmark, DR, Vol. 9, p. 118参照。
32）以上、CERD/C/58/D/18/2000, para. 2. 2-2. 4.
33）Ibid., para. 3.
34）Ibid., para. 4. 1.
35）Ibid., para. 4. 3.
36）委員会は、前者の抗弁を認容した。Ibid., paras. 6. 2-6. 4. 後者については検討していな
い。
37）Ibid., para. 1.































た」（傍点筆者）。Ibid., para. 6. 3.
40）CERD/C/62/D/24/2002, para. 1.


























42）Ibid., para. 3. 1.
43）Ibid., para. 4. 2.




































47）CERD/C/62/D/22/2002, paras. 2. 1-2. 3.
48）Ibid., paras. 2. 4-2. 10.
49）Ibid., paras. 3. 1-3. 18.
50）Ibid., para. 4. 2.
51）Ibid., para. 4. 3.






























54）仏語（非オリジナル言語）は、自然人の集団（un groupe de personnes physiques）である
ゆえ、個人の集団の趣旨であると推察される。
55）以上、CERD/C/58/D/18/2000, paras. 5. 2-5. 3.





























































para. 3. 1. 後述するように、センターも被害者であると主張する。しかし、請願者は
センターとするのである。
62）Ibid., paras. 2. 3 and 2. 5.
63）Ibid., paras. 3. 3-3. 4.




























66）Ibid., para. 6. 3.
67）Ibid., para. 4. 2.
68）請願者は、「条約の準備作業からいえることは、第14条1項の「個人または個人の集団」
の語句が委員会に苦情申立てを提起することができる者の中に非政府団体を含みうる
ように広く解釈されるべきということである」、とする。Ibid., para. 5. 2.
69）請願者は、その特別の任務、監査委員会の種族的構成、および本委員会における被害
者代理実績を、根拠にしている。Ibid., para. 5. 3. なお、委員会におけるセンターの代
理の例として、P.S.N.対デンマーク（CERD/C/71/D/36/2006 8 August 2007）参照。また、
Ⅴ章参照。
─────────────────────












別により直接かつ個人的に影響を受けない者（persons not directly and personally
affected）が条約の保障する権利侵害の被害者であると主張しうるということ
が、自動的に帰結するものではない。これ以外のいかなる結論も、締約国の関








































































ーおよびナデーム・ブット（The Jewish community of Oslo; the Jewish
community of Trondheim; Rolf Kirchner; Julius Paltiel; the Norwegian
































74）委員会は本件では、「請願者」ではなく、「通報者」（the authors of the communication/les
auteurs de la communication）の表現を使用する。なお、注17参照。





76）Ibid., paras. 2. 1-2. 2.



























78）以上、ibid., paras. 2. 5-3. 1参照。
79）Ibid., paras. 3. 2-3. 3.
80）Ibid., para. 3. 4.
81）Ibid., para. 3. 5.
82）Ibid., para. 3. 6.
83）Ibid., para. 4. 3.
































































86）Ibid., para. 5. 2











































び団体が代表するカテゴリーの人を考慮して（bearing in mind the nature of the
organizations’ activities and the classes of person they represent / compte tenu de la nature













































































本件は、ドイツ・ロマ中央評議会（Zentralrat Deutscher Sinti und Roma）、ロマ
同盟バイエルン州支部（Verband Deutscher Sinti und Roma―Landesverband Bayern）







の権利に直接影響を与えうるからである」（ibid., para. 3. 2）と述べ、自然人メンバーを
念頭に置いている。






























95）以上、ibid., paras. 2. 1-2. 2参照。
96）以上、ibid., paras. 2. 3-3参照。G. W.に関しては、告訴・提訴に関わらなかったため国内
的救済規則を満たさず、非許容とされた（para. 7. 4参照）。第4条（c）に関しては、国
に帰属しない行為に関わるとして、非許容とされた（para. 7. 5）。

























および団体が代表する個人の集団を念頭に置くと（bearing in mind the nature of
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98）Ibid., para. 4. 1. 訳出の第3文は、オリジナルの英語に不明な点があるため、仏語に拠
っている。なお、他の事件とは、オスロ・ユダヤ共同体事件の意見であることが本意
見注２で示されている。
99）Ibid., para. 5. 2
100） Ibid., para. 7. 2
─────────────────────
the organizations’ activities and the groups of individuals they represent/compte tenu de la
























































































104）以上、ibid., paras. 2. 1-2. 5.






































109）以上、ibid., para. 4. 3.






























111） Ibid., para. 6. 1.




























































































件は「団体が代表するカテゴリーの人（the classes of person they represent/ des
catégories de personnes qu’elles représentent）」、ドイツ・ロマ中央評議会事件は
「団体が代表する個人の集団（the groups of individuals they represent/du groupe de
personnes qu’elles représentent）」、本件は「請願者／通報者が代表する個人の集




は、第14条1項の「個人の集団（the groups of individuals）」と同一表現を意図し
ていると考えることが自然であろう。
（ⅱ）「団体が『代表する』個人の集団」の表現であるが、厳密にいえば、「団
体」が「個人の集団」の「名で」行動する文脈で「代表する」ことになろう。
本件では上で紹介したところから請願者の主張がそれに近いように思われる。
しかし、請願者は、代表するとする「トルコ共同体」の「名で」通報を提出し
ていない。オスロ・ユダヤ共同体事件でおよびドイツ・ロマ中央評議会事件で
も代表するとされる者の名で通報は提出されていないが、委員会は特に問題と
しなかった。本件では、委員会は、請願者を「ベルリンとブランデンブルクに
おけるトルコ的伝統を有する人」たる「個人の集団」を代表するものと認めた
が、その名前で通報を提出することを要求していない。従って、「代表する」
は、団体請願者の「被害者」要件の文脈で使用される表現であるかもしれない。
通報の提出権能の文脈とは直接関わらないのである。よって、「授権」の問題
は直接関係しないことになる。もっとも、「被害者」要件の文脈における文言
であるとしても、重要なインプリケーションを含みうるのであり、その明確化
は今後委員会の課題とされるべきである。
（ⅲ）上記２要件の本件への当てはめ検討は簡易である。ただ従来の事案では、
見られなかったものであり、評価されよう。「請願者の活動の性格およびその
目的」に関しては、請願者団体の目的をTBBの定款で確認している。よって、
団体にとっては、人種差別対策活動に関し、明確な目的を文書化しておくこと
が奨励されることになろう。もっとも、本件では、その目的に沿った「実際の」
活動およびその活動の「実際の」性格について確認することはされていない。
本意見中の両当事者の許容性および本案に関する所見並びに委員会の全体の推
論の中から容易に抽出しうることであったとしても、委員会の責任においてな
お一言されてしかるべきだったと思われる。
「請願者が代表する『個人の集団』」に関しては、「ベルリンとブランデンブ
ルクにおけるトルコ的伝統を有する人」が示されていることは重要である。し
かし、請願者がそれを代表する理由は示されていない。請願者は「トルコ共同
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体を代表する」と包括的に述べ、別所で「被害者の数ではない」、とするのに
対し、ドイツは団体の活動地域・規模に絡めてTBBの代表性に疑義を提起し
ていた。従って、特にドイツの立場を否定する理由が提示されるべきであった。
その関連で、団体の構成員、規模、活動の場所的範囲等について、一定の判断
基準が示されえたのはないかと思われる。
もっとも本件からは、少なくとも、ドイツの主張の帰結たる、ドイツ全体の
トルコ系を代表する最大かつ最重要な団体であることは不要であり、２州で足
りるということ、そして2州のすべてのトルコ系住民の代表であることは必要
ないこと、は導びきうる。
（ⅳ）本件は団体のみが請願者である117）。他方、オスロ・ユダヤ共同体事件と
ドイツ・ロマ中央評議会事件は団体と個人の共同付託であった。後者では、個
人の被害者性は争われなかったが、前者では、抗弁が提起されたため、請願者
「全体」に係る被害者性、なかんずく個人の潜在的被害者性が確認された。そ
の後、団体の「代表的」被害者性の認定がいわば「加重」されていた。両事件
では個人の被害者性は確認されていた形であった。本件では、個人の被害者性
に関し、委員会は言及するところがない118）。本件当事者は、C. B.とS. Y.の受
けた「恐怖」について評価を異にしていた。また、請願者は、トルコ系種族全
体の構成員が潜在的被害者であると主張していた。請願者が主張する本件不起
訴によるトルコ系市民の受けうる「影響」について、傍論的・付随的にではあ
れ、「代表する」に関わりうるものとして、確認されることに意味もあったの
ではないかと思われる。しかし、委員会は、個人被害者とは切り離してとらえ
たのである。
（ⅴ）　本意見１１．３項第3文は、許容性に係る請願者自体の受けたｅメー
ルによる「影響」を肯定している。また第４文も請願者の受けた「影響」（リ
スト掲載）に関連する。条約上通報者の被害者性の本質的要素は「影響」であ
人種差別撤廃条約個人通報制度における「個人の集団」
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117）C. B.とS. Y.が共同請願者とならなかった事情は不明である。人権非政府団体が個人に
依存しない通報提出を試みた形とはなっている。
118）法的な建前としては、第三者の被害者性を判断する権限を欠くゆえ、判断しないとい
うことには整合性はありうる。
─────────────────────
り、その確認自体は当然のことである。ただ委員会は、この肯定をふまえ、請
願者自体がこの文脈での被害者であることは明言していない。「直接影響を受
けたことを十分疎明した」とする以上、請願者自体が許容性要件上の直接の被
害者であることを肯定していると考えるほかはない。しかし、既に１１．３項
第2文で本件請願者の団体としての被害者性は先行確認されている。それとの
関係が必ずしも明白でない。この影響肯定は、形式的には、いわば「代表的」
（あるいは「媒介的」）被害者性の補完・補強的な位置づけのようにもみえる。
直接の被害者の肯定と考えれば、二重の（あるいは「2種の」）被害者性を具
有することにもなる。ただ、団体自体の直接的被害者性の確認があれば、個人
の集団を介する「代表的」被害者性の確認は不要ということになりかねない。
これは、代表的被害者を重視する委員会アプローチを離れることになる。上述
したように、本件では、個人請願者が不在であり、個人に関わる被害者性の確
認を欠いている。そのことが影響した可能性もありうる119）。
９．小括
本件では当事者は、個人の集団に関わる論点でなお厳しく対立した。委員会
は法人の通報提出権については、本件でも形式上は争点とせず、いわば先例が
確立しているとの対応であったと思われる。明確な根拠を示す貴重な機会を失
したと評価するものである。法人の被害者2要件については先例総括がなされ、
また「ベルリンとブランデンブルクにおけるトルコ的伝統を有する人」が個人
の集団に該当するとの画期的な認定がなされた。しかしながら、原理的あるい
は派生的な様々な疑問点も残されたままである、と評価されるのである。
結語
１．経過
人種差別撤廃委員会個人通報手続における、F. A.対ノルウェー事件では実質
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119）オスロ・ユダヤ共同体事件では、請願者は団体請願者の受ける影響を指摘したが、委
員会は特に言及することはなかった。団体については、既に検討したように、実質的
に２要件充足を述べるにとどまっていた。ドイツ・ロマ中央評議会事件でも委員会は、
ドイツが提起した団体自体の影響欠如を争点化していない。
─────────────────────
的におよびレゲラト他対フランス事件では事実上非政府団体による通報であっ
たが、被告による実際上の争点化はなかった。POEMおよびFASM対デンマー
ク事件では、両当事者が団体の通報提出権・代理権を争ったが、いわば委員会
の判断回避となった。文書・諮問センター事件は非政府団体が請願者であり、
両紛争当事者は団体の通報提出権・代理権で対立し、委員会の所見が示された。
しかし、理由付けを含め、全体的に必ずしも明確ではなかった。明確に団体の
通報権を肯定し、団体請願者の被害者要件を示したオスロ・ユダヤ共同体事件
は重要である。その後ドイツ・ロマ中央評議会事件は同事件の法理を確認し、
TBB事件は従来先例をいわば総括したのである。
２．意義
委員会は、許容性決定・意見を通じ、説得力は別であるが、まず、団体自体
に関する通報提出権を肯定したことは重要である。しかも法人も含む広いもの
である。また、団体自体の被害者要件（影響性）の適用は緩やかであったと思
われる（人種差別的陳述賛同ｅ-メールの受け取り）。実質的に個人通報者と一
緒に処理された場合もあった。団体なかんずく人権擁護団体の個人通報制度の
広い活用につながりうるであろう。もちろん団体が授権に基づいて通報を提出
することは特に問題とならないし、多くの例もある（例えば本稿では、Ⅲ章の
F. A.対ノルウェー事件）。
団体の代表的被害者の文脈における個人の集団について、地域的な「人種的」
特徴を有する人々がそれに該当することを明確に肯定するに至った（TBB事
件）。比較的緩やかな適用でもあり、今後多くの人々、なかんずく人種的少数
者に関し肯定される可能性が高いといえよう。「全国的な」人種的少数者につ
いても肯定される可能性は高いと思われる。ただ、このような人々がその名で
通報を提起することと結びつくものとはされていないことに留意が必要であ
る。少数者自体を条約国際法の手続的主体として肯定するものではない。あく
までも団体が「代表」し、団体の名で被害者として通報を提出するのである。
「代表」は授権を必要としないとされており、非政府団体、なかんずく人種的
少数者の権利擁護団体にとり、通報の提起が行使しやすくなるという現実的な
意義を有する。また団体にとり通報提出のある意味での正当性も担保される意
人種差別撤廃条約個人通報制度における「個人の集団」
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義を有するかもしれない。もっとも濫用的利用は避けられなければならないで
あろう。
３．批判
個人の集団に係る委員会実行からうかがえるのは、本質的な部分のあいまい
さが散見されることである。これは、通報手続当事者の提起にもかかわらず争
点化を避ける、あるいは推論で根拠を示さない等明確化の姿勢に欠ける、とこ
ろから由来することもあるであろう。例えば、個人の集団が法人または非政府
団体であるとする（と思われる）根拠に飛躍があり、追加的な理由が不可欠で
あったと思われる。また通報提出を肯定される、非政府団体または法人が「個
人の集団」でカバーされるという要諦部分の明言が必要と思われる。団体の代
表的被害者性文脈で、２要件の導入の説明を欠くことに加え、個人の集団が人
種的少数者共同体をカバーするという根拠または説明を欠き、そして、個人の
集団の授権なしで法人または団体の「代表」性を肯定する根拠または説明を欠
くことも指摘されよう。
また判断基準適用の過程を省くことも散見される。例えば、通報者主張の包
括的受け入れ、代表的被害者性２要件の適用過程省略である。
不親切な先例引用、不正確な争点整理も見られたことも指摘されよう。
以上の指摘は、思わぬ誤解を別とすれば、委員会通報実行の説得性、さらに
は利害関係者、なかんずく条約第41条1項宣言国および条約締約国との関係で、
委員会自体の信頼性に関わるものもありうるであろう。
４．課題
既に述べたように、今後委員会は、TBB事件による総括を当然の前提とし
て、法人／団体提出の通報を扱うことが想定される。当事国も同意見をふまえ
た立論が多くなろう。TBB事件でドイツが代替的にではあるものの、ドイ
ツ・ロマ中央評議会の法理に依拠したことが象徴的である。しかしながら、２
で示した意義の安定的な基礎を構築するためにも、機会をとらえ、３で示した
批判、なかんずく基本的部分の曖昧さ、について、準備作業も無視することな
く、根拠を示し、明確化していくことが望まれる。これは、他の国連人権条約
機関に対する説得力とも関わるであろう。
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「個人の集団」に関連し、「確立した」基準の具体的適用または未解明部分
の説得的推論により明らかにされていくべき多くの点がある。例えば、法人で
ない非政府団体、人権擁護団体以外の非政府団体／法人、または共同的あるい
は一体的な「『個人』の集団」等の通報提出権、団体の代表的被害者性の２要
件、非政府団体が２種の被害者である場合の相互の関係、および個人被害者と
団体被害者の関係、などである。その際、３の指摘も考慮されることが望まれ
る。
人種的ヘイトスピーチ、極端な場合の民族浄化など様々な人種差別は現在も
普遍的に重大かつ深刻な問題であり続けている。人種差別撤廃条約個人通報制
度およびその国際的実施機関の人種差別撤廃委員会の役割も益々大きくなって
いるといえよう。その点で、委員会は「個人の集団」に関連し意欲的な実行を
構築してきたことは評価しうる面があるが、課題もあったと思われる。条約は、
発展的解釈になじむ国際人権文書の1つであるのであり、客観的な説得力に裏
付けられて発展していくことが期待されるのである。
（さとう・ふみお＝本学教授）
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